
1 

「２０１９年度 愛教組職場点検活動調査【個人調査】」より 

「２０１９年度 愛教組職場点検 

活動調査【個人調査】」より 

「２０１９年度 愛教組職場点検 

          活動調査【個人調査】」より 

愛知県教員組合 「教員の多忙解消プラン」に係る意見書 

１ ゆとりをもって子どもたちとふれあう時間を確保できていると感じている割合 

２ 日々多忙であると感じている割合 

３ 勤務時間外に行った仕事の、１か月あたりの平均時間の割合 

2017 2018 2019 

ア ０～２０時間 2.9% 3.3% 3.8%

イ ２１～４０時間 6.5% 7.0% 7.8%

ウ ４１～６０時間 11.9% 13.6% 15.0%

エ ６１～８０時間 18.0% 20.4% 22.4%

オ ８１～１００時間 23.4% 24.5% 23.0%

カ １０１時間以上 37.3% 31.2% 28.0%

2017 2018 2019 

ア とても感じている 2.2% 2.1% 2.2%

イ やや感じている 15.4% 16.8% 17.5%

ウ あまり感じていない 57.3% 56.9% 55.7%

エ まったく感じていない 25.1% 24.2% 24.6%

2017 2018 2019 

ア とても感じている 68.3% 66.0% 65.8%

イ やや感じている 28.7% 30.4% 31.0%

ウ あまり感じていない 2.5% 3.0% 2.6%

エ まったく感じていない 0.5% 0.6% 0.6%

多くの教員が、ゆとりをもって子どもたちと

ふれあう時間を確保できていない。 

１０年以上ほとんど変わっていない! 

８１時間以上の割合は、３年間で約１０％

減少しているものの、７０％を超える組合

員が６１時間以上時間外に働いている。 

資料５ 
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４ 多忙化解消にむけて、各市町村や学校において 

これまでに実施されてきている取り組み

① 成績処理について

校務支援システムを活用した成績処理や通知表印刷など 87.6%

所見の分量や作成回数の精選 49.8%

成績処理のための時間の確保（短縮日課、成績処理期間の設定など） 34.9%

② 行事について

実施時期の見直しや内容の精選 69.9%

準備や練習時間の見直し・精選 58.7%

行事の統合・精選 30.4%

準備などにおけるＰＴＡや地域ボランティアとの連携 20.2%

③ 校務分掌について

④ 会議について

資料の事前配付による会議の効率化 56.8%

企画委員会・運営委員会などでの事前検討 50.4%

会議の回数の削減・内容の精選 49.1%

朝や帰りの打ち合わせの短縮・廃止 

（校務支援システムによる連絡事項の確認など） 
39.3%

終了時刻の明確化 29.6%

会議の開始時刻を早める（短縮日課、部活動を行わないなど） 29.3%

「２０１９年度 愛教組職場点検活動調査【分会調査】」より 

次年度への引き継ぎのためにデータを共有化する 66.9%

事務職員との協力（就学援助・給食会計・学年会計など） 44.6%

１つの校務分掌を複数人で担当する 40.6%

前年度の担当者を１人は残すことで運営をスムーズにする 29.5%
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５ 多忙化解消にむけて、今後必要と思うこと

校内における職務内容のさらなる精選 73.9%

教育委員会が実施する調査、研修、研究指定校などの精選 59.9%

学校給食費の徴収や管理業務などは教育委員会が実施 41.9%

校務支援システムの整備・改善 38.8%

その他 （自由記述） 

「２０１９年度 愛教組職場点検活動調査【個人調査】」より

６ 多忙化解消につながった効果的な取り組み

「２０１９年度 愛教組職場点検活動調査【分会調査】」より 

○ 教職員定数の改善

○ 少人数学級の拡充

○ 小学校専科教員の配置拡大

○ 一人あたりの持ちコマ数削減・空き時間の確保

○ 養護教員の複数配置の拡大

○ 事務職員の増員

○ スクールサポートスタッフの配置

○ 校務分掌の偏りをなくす

・ 職員全体で協力できるようにすること

・ 複数人で担当する

〇 会計処理などの事務職員との協力

○ 成績処理や学級事務等を行う時間の確保

○ 出張・研修の精選・削減、レポートや報告書の簡素化

○ 行事の精選・削減 

・ 地域行事への参加のあり方の見直し

○ 通知表の所見の見直し（文量・内容・回数）

○ 教員免許更新制の廃止

○ 作文、ポスターなどの各種作品募集、コンクールの精選

〇 教員の意識改革

など

・朝の打ち合わせ回数の減少により、情報共有意識が高まった

・年休を取りやすくする環境の整備

・通知表や指導要録の簡素化

・家庭訪問の廃止、または希望制

・会計処理などの事務職員との協力

・留守番電話対応

・テスト翌日を半日授業にした                     

など
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７ 「教員の多忙化解消プラン」に対する愛教組としての意見 

 「教員の多忙化解消プラン」の目標である在校時間が月８０時間を超過している教員の割合を０％にする」

ことすら厳しい状況の中、本年４月に指針化される「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライ

ン」で上限としている在校等時間月４５時間を守ることは、不可能に近いといえる。まずは多忙化解消プラ

ンの目標の達成にむけ、学校現場において真に必要とされる効果的な取り組みをすすめるとともに、プラン

ふまえた施策の確実な実施を関係機関に働きかけること。

取組の柱(１)「長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化」に対する愛教組としての意見 

〇 在校時間調査の改善

  ・ 法改正に伴い、教員の健康及び福祉の確保にむけ、ＩＣＴ機器等を活用した客観的で、より正確な

在校時間管理の普及を市町村教委に働きかけること 

取組の柱(４)「業務改善と環境整備に向けた取組」に対する愛教組としての意見 

○ 取組実践検証校における教員の業務の精査、成果の普及啓発 

・ 取組実践検証校における成果とともに、中央教育審議会「学校における働き方改革特別部会」の「新

しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関

する総合的な方策について（答申）」もふまえ、学校現場において真に必要とされる方策の検討をす

すめること 

○ 教育委員会が実施する会議、調査、研修、研究指定校等の精選 

・ 取組実践検証校の成果に加えて、学校現場の声ももとにして、県が実施する会議や調査、研修を早

急に見直すこと 

・ 県教委などが実施する研修については、教員が子どもたちとふれあう時間を確保するため、受講者

や学校現場の負担軽減、「教員は学校で育つ」といった観点から、「愛知県教員研修計画」にもとづき、

受講年度の弾力化だけでなく、中堅教諭等資質向上研修と教員免許状更新講習との相互認定を含め、

重複する研修内容の精選や、「教員の多忙化解消プラン」で示された集合研修の精選などをすすめる

こと 

○ 学校給食費の徴収・管理業務の改善 

・ 「学校給食費徴収・管理に関するガイドライン」をふまえながら、実施されている市町村の具体例

を示すなど、教員の本来的な業務に専念できるよう、市町村教委に対して強力に働きかけること 

○ 校務支援システムの活用 

・ 成績処理や諸帳簿などの情報を統合して処理することができるシステムの導入をすすめるとともに、

県費補助制度を確立すること 

○ 専門スタッフ等の配置の拡充 

・ いじめ・不登校、特別な支援を必要とする子どもへの対応など、学校現場で山積する教育課題の解

消のため、スクールカウンセラーの配置拡大やスクールソーシャルワーカーの配置をはかること 

  ・ 教員の担うべき業務に専念できる環境を確保するという観点から、定数外で教員の事務作業などを

補助するスクールサポートスタッフなどの専門スタッフの配置拡大をはかること 

○ 教職員定数の改善 

・ 子どもたち一人ひとりにゆきとどいた教育をすすめ、子どもたちとふれあう時間を確保するため、

少人数学級の拡充とともに、国による教職員定数改善だけでなく、県独自措置の予算の拡充をはかる

こと 
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「教員の多忙化解消プラン」に対する意見

愛知県高等学校教職員組合

○「１年単位の変形労働時間制」を導入しない

○定数増と持ち時間数の縮減

○パソコン・ネットワークシステム等の整備・保全のための人的配置

○アイシステムにおける勤務管理簿の改善

○入力場所の拡充などアイシステムの改善

○応答メッセージ機能の設置等が可能となるよう十分な予算措置

○有料道路、駐車場使用の本人希望を踏まえた対応とそのための十分な旅費予算の確保

○私費会計（学年会計、学年積立金会計等）を中心とした会計処理の事務への移管

○公簿、各種書類の統合･廃止・簡略化

○部活動の負担軽減（含特別支援学校）

 （１）「部活動総合指導員」の拡充 

 （２）部活動ガイドラインの実効性確保 

    ・実効性確保に向けた仕組みづくり 

    ・「週当たり２日（平日に１日と週末のいずれか１日）以上の休養日」の徹底 

    ・活動時間を「平日２時間程度、休業日３時間程度とする」ことの徹底 

    ・「始業前の活動について補助的で最小限の活動とする」ことの徹底 

 （３）大会数の削減（含競技会） 

  （４）公式戦の祝日開催の削減 

○官製研修（初任研・２年研・３年研・５年研・10 年研）の廃止・縮減

 ・校外（宿泊を含む）研修・校内研修の日程及び報告書の縮減･簡素化 

○その他

・出張数･対象者数の縮減、各種研究指定校の縮減、周年行事の原則的廃止 

 ・教員表彰及び教員評価制度における部活動の扱いの見直し 

 ・県教委による多忙化解消についての県民向けアピール 

＜高等学校関連＞

○週休日を中心とした勤務時間外における補習、模試、検定の負担軽減とそのための実態調査の実施

  ・補習･土曜開放のガイドライン（上限）の設定 

 ・模試の監督業務からの教員の除外（除施設管理者） 

 ・模試及び検定等の校外実施の拡充 

  ・検定業務（監督･採点）の見直し 

○超勤を前提とした行事日程の改善

 ・採点及び成績処理の時間確保、保護者会等の時間確保 

＜特別支援学校関連＞

○過大過密の解消と実態にあった重複認定

○宿日直勤務における勤務実態に応じた割振り変更の実施による負担軽減
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   2020 年１月 28 日 

愛知県教育委員会   

事務局教育企画課長殿 

                                            愛知公立高等学校教職員組合 

                                            執行委員長 伴 孝治 

「教員の多忙化解消」を実現するための意見 

Ⅰ 組織整備 

１．「教員の多忙化解消」を教育委員会の課題から知事部局を含めた県全体の課題として位置づける

必要がある。 

２．「教員の多忙化解消」を県総合教育会議の議題とし、知事等の強力な権限を有する実行責任者の

下で取り組む必要がある。 

３．「教員の多忙化解消プラン」とその実現に向けたとりくみについて、新聞に掲載される公報を活

用するなど、大規模なキャンペーンを展開する必要がある。 

Ⅱ 変形労働時間制 

 １．年間を通した変形労働時間制は、実勤務時間が客観的に掌握できていることが前提で成り立つ

ものであり、現状はそうではない。 

 ２．年間を通した変形労働時間制の導入は、長時間労働の現状を追認するものでしかなく、改善に

結びつくものではない。 

 ３．業務の繁忙の時期は、個々の教員が担っている校務分掌や課題によって異なり、一律に繁忙期

を設定できるものではないし、そもそも閑散期なるものは存在しない。 

 ４．１日の勤務時間を長く割り振られた期間においては、さらなる時間外労働を生み出す可能性が

あるばかりか、勤務時間を短く割り振った期間にもそれが及ぶ。 

 ５．１日の勤務時間を長く割り振られた期間においては、育児・介護の課題を抱える職員の生活に

重大な影響を及ぼす。 

Ⅲ 在校時間 

 １．全職員の正規に割り振られた勤務時間を超える在校時間が１箇月で 45 時間以下かつ年間で 360

時間以下となるよう条例及び規則の制定を行うべきである。 

２．現在設定されている開錠・施錠時刻の目安では、全職員の正規に割り振られた勤務時間を超え

る在校時間を１箇月で 45 時間以下かつ年間で 360 時間以下とすることは不可能である。この目安

をより狭める必要がある。 

３．各校が定めている開錠・施錠時刻の実態を調査するとともに適切な指導を行う必要がある。 

 ４．週休日及び勤務時間の割振りを変更した場合には、管理職が個々の職員について変更簿と実態

が一致していることを確認する必要がある。 

 ５．夏季休業期間中の学校閉庁日の設定日数を５日以上とするよう強力に指導し、この期間中のす

べての教育活動を禁止する必要がある。 

 ６．電話対応については、以下の整備を行うための予算措置が必要である。 

① 番号非通知の着信を拒否する。 

② 応答前に相手方に録音機能が付加されていることを案内する。 

③ 正規の勤務時間外は、自動応答メッセージによる対応とする。 
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Ⅳ 部活動 

  １．部活動を学校教育から社会教育へ移行させるとりくみを早急に進める必要がある。 

 ２．『ガイドライン』に沿った休養日の設定について、悉皆調査を行う必要がある。 

なお、この調査は各校の『部活動運営方針』の点検のみで済ませることなく、実態を点検する

ものでなければならない。 

３．長期休業中の部活動日数を休業日数の１／２以下に設定するよう指導するとともに、実態を点

検する必要がある。 

４．高体連、高文連以外の団体（協会）が主催する競技会、行事への参加を制限する必要がある。 

５．教員の『表彰』においては、部活動指導を選考理由から排除すべきである。 

Ⅴ 研修等 

 １．初任者研修、経年経過研修の内容を精選し、日数と時間についても縮減を図る必要がある。 

２．１の研修と教員免許更新講習が重複する場合には１の研修の一部を免除する必要がある。 


